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はじめに

　近年ビジネス環境は急速に変化し、ビジネスとシステムの関係がより密接化している。また、これに

よりシステムはビジネス変化の影響をより強く受け、大規模化・複雑化している。言わばシステムとビジ

ネスは表裏一体の関係であり、システムの優劣が直接ビジネス戦略の優劣に反映される時代になっ

ている。しかし、これまでのシステム構築はそのほとんどがシステム側の視点での散り組みであり、ビ

ジネスという視点からの取り組みはあまり意識されてこなかった。このような状況のなか、多くの大企業

で三つの問題が表面化している。

・スピードの問題

　　ビジネス環境の変化に対応するために打ち出した経営戦略のスピ］ドにシステムが追随でき

ず、その実行を妨げていること

・部分最適の問題

　　各部門・部署等で個別にシステム開発を行ったために重複投資となり利用する技術がバ

ラバラとなっていること

・知識偏在の問題

　　経営戦略・業務知識・晶質管理等について全体を通して理解できる人がおらず、共通の

成果物が作成されていないこと

　これらのことは保険金杜も例外ではない。保険業界では、銀行窓販等の規制緩和やそれに伴う市

場の自由化・競争の激化、低価格で顧客二一ズに合わせた保険商品の発売やより質の高いサービ

スの提供等急速にビジネス環境が変化している。こρ変化に対応するため、限られた予算と期間の

中でシステム開発を進めなければならない。それにも関わらず、システム上の問題から新商品発売が

延期になったことはないだろうか。新契約業務や個人保険業務、団体保険業務等個別に最適化を図

ってきたために重複投資を行ってはいないだろうか。

　このような問題を解決するための手法として、現在「EA（エンタープライズ・アーキテクチャ）」が注

目されている。これは業務とシステムを統一的な手法でモデル化・可視化し、業務手順やシステムの

標準化等を行うことで全体最適を達成するものである。詳細は第I章「ユンタ」プライス・ア］キテク

チャ（EA）の概要」で述べるが、当グル］プでは「保険金杜におけるEA導入の可能性」について、他

業界のEA導入事例を鑑みながら、保険金杜へのEA導入を新契約・異動・解約業務を例として説明

し、その効果一条件等までを論ずることとする。
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第I車エンタープライズ・アーキテクチャ（EA）の概要

　エンタープライズ・アーキテクチャ（以下EAと略す）とはビジネスとITを統一的な手法でモデル化・

可視化することにより、経営の観点でITの全体最適を目指す取り組みである。その目的は、①ビジネ

スの高速化に伴いシステム開発のスピードを上げること、②部門毎、システム毎に個別に最適化され

ているシステムを、技術や構造を共通化することにより全体最適を実現すること、③属人的なシステム

開発による知識、スキルのバラツキを解消し、知識の共有化を実現すること、である。これらの取り組

みを実践できている組織も存在するかもしれないが、整理の仕方が各社で各様になっている（つまり

実践者の我流になっている）。EAであれば整理の仕方にフレームワ］クが存在するため、きわめて

汎用性の高いITの体系化が可能となるのである。

EAについて各社各団体が定義づけしているが、代表的なものを以下に挙げる。

【経済産業省】

　部局毎ではなく「全体最適」の観点から、組織全体の業務とシステムを統一的手法でモデノレ化し、

業務とシステムを同時に顧客志向に改善していくことを目的とした組織の設計・管理手法。

【米国CIO　Counci1】

組織のミッション、それを達成するために必要となる情報やそれを活用する組織・人事などの仕事

の仕組みそのもの、及びこれらを達成するために必要となる技術を、その相互の関係を明確にしなが

ら定義し、その生成発展を方向付けていく際の基本方針を示す役割を果たすもの。

【みずほ情報総研】

組織の業務とシステムを連動させて全体最適を実現するための文書や図表及び管理体制と手法。

【オージス総研】

事業環境の変化に合わせて常に変えていく経営戦略を企業内の各レベルで実行するために、講

が、何を、どのように行うか、経営資源を構造化して実行体を作り出すための企業構造設計図。

【目立製作所】

経営資源全体を健全に保ち、会社にとって最も有効に運用するための仕掛け。

【日本工BM】

企業や政府の持つべきIT全体を表現する検討のフレームワーク。

　以上のようにEAの定義は各社各団体によって少しずつ異なる。しかし基本となるEAの構成
要素はどれもほぼ同様である。当グル』プでは、ガバナンスを重要な鍵と位置付けている日本I

BM杜の定義をべ一スに進めていくこととする。
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EAの構成要素は、以下の二つである。

・アーキテクチャ

EAの中心的な成果物であり、ビジネスを統一的な手法でモデル化したもの

・ヵバナンス

組織のITが経営目標から外れないようアーキテクチャを管理していく仕組み

アーキテクチャ

S畠稲a沌s（一デニタ

（B

　　・」適傾蝉陳・．

　　　芦タ1解
　（0ata地。廠鮒ure）

　　　　費i糀

呼デル／セキ最仔イー要絆など⑳標準を策定）維惚1口説10n⑧献酬a

閉醜i紬5．（投資、ヂ茸々シ決定⑳源襲瞭劇）≡’∵

Ma陥g徽e欣P燃㈱〈En始報r1se鮒。鮒漱雌を藩用・維持する佐縄み）

一P16n・く裏盤構築、1鎮箪の優先慶猷画）；冬

ガバナンス 出典：日本IBM

では、EAの構成要素を順に説明していく。

1．アーキテクチャ

EAにおけるアーキテクチャとはビジネスと1Tを以下の4層に分けて表現したものである。

（1）ビジネスアーキテクチャ（BA）

　　ビジネス戦略を実現するために、組織が備えるべきビジネスの仕組みをモデル化したもの。

　主な成果物は、ビジネスプロセスモデル、企業情報モデル、役割／アクティビティ／情報のマトリ

　クス、ビジネス構造モデル、ビジネスイベントリスト。

（2）アプリケ］ションア」キテクチャ（AA）

　　個々のアプリケーションとその相互関係、組織のコアビジネスとの関係を定義したもの。

　主な成果物は、アプリケーションファンクションモデル。
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（3）デ」タアーキテクチャ（DA）

　　組織の論理的・物理的なデータ資産とデータ管理リソースの構造を定義したもの。

　主な成果物は、企業情報モデル、論理データモデル、物理データモデル、データ変換モデル、

　オペレーショナノレデータモデソレ。

（4）テクノロジーアーキテクチャ（TA）

　　アプリケ］ションを動かすためのハードウェア、ソフトウェア、ミドルウェア等を定義したもの。

　主な成果物は、エンタープライズテクノロジーフレームワーク、オペレーショナルモデリング（概念

　モデシレ、詳細モデル、物理モデソレ）。

2．ガバナンス

　ガバナンスとは組織のITが経営目標から外れないようアーキテクチャを管理していく仕組みのこと

である。

（ユ）スタンダード／評価クライテリア

　　システム部門が従うべき標準を表す。具体的には、品質、コスト、納期の優先順位や、企業とし

　て選択すべき製品、ベンダー、テクノ1コジー、プ1コトコル、データモカレなどを記述する。

（2）プリンシプル

　　「原理・原則」を意味する。ビジネス戦略を具現化するためにITやビジネスの資源・資産をいか

　に保有・活用・管理するかという基本的な考え方。これはビジネス戦略から導かれるビジネス要求

　に対するITの考え方を、直接的に表現するものであり、経営者やユーザが無理なく理解できる言

　葉で表現されなければならない。
（3）マネジメントプロセス

　　EAを維持・管理する手順。EAにおける役割と責任を明確にし、EAを実効性の伴った意味の

　ある活動にするために、維持・管理していく手順を整備する。この手順を明確に定義して串かない

　と、ドキュメントを作成することだけが目的と化してしまい、単なる負荷増加に終わってしまう。

（4）プラン

　　As　Is（現状）からTo　Be（あるべき姿）への移行計画のことである。現状とあるべき姿を描けた

　ら、次にそのギャップ分析を実施し、移行計画を立てる。

　　EAを導入する組織は、まずビジネスとITの現状を明らかにする。次に目標とするビジネスとIT

　に関するア』キテクチャを明確にし、そのギャップを埋めていくための移行計画を立てる。計画は

　ビジネス環境や最新の技術動向を鑑み、定期的に見直しを行う。
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第皿章導入事例

1．米国における事例

　1980年代後半、米国では省庁ごとの縦割りによる1T調達の弊害が顕著化し、MST（国立標準技

術研究所）は横断的なシステム構築方法の必要性を唱えていた。

　その最中、1987年に米1BMのJohn　Zachman氏がフレームワ］クを発表。当初は1Tプロ向けの記

述内容であったが、1992年に発表した第2版では、システムだけではなく企業全体レベルをカバ］

する内容となった。

　そして多額の財政赤字に悩んでいた米国政府は、1T投資評価のフレームワークとしてEAに着目、

特に巨大な予算を必要とする米国防省は、税金の無駄遣いが無いように常に厳しいレビューとチェッ

クを受けていたが、その厳しさに耐え得る対応方法・概念としてこのEAを採用した。

　その後、国防省以外の政府系機関や州政府でもEAは採用され、民間企業でも採用の広がりを見

せ始めた。

　特に国防省のような巨額の予算を消化する組織と繋がりの強い巨大企業がEA導入を始めると、そ

の裾野は急速に広がり定着していった。

　また、2002年7月に制定されたSOX法iへの対応としてコンプライアンスの観点からEA導入を急ぐ

企業も少なくない。2

　現在、米国政府はFEAF（Federa1肋terpriseん。hitecture　Framework）を制定し、これに沿って各

省庁ではIT投資を行っている。

【Z弓。hman－Fra㎜ework】
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く十一一一一一一一一一王992年に拡張されたフレームワーク」一一一一÷＞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出典＝ZIFAホームページ

工Sarbanes－0xleyAct＝企業改革法。ユンロンやワールド・コムが起こした不正事件の結果として制定

された。この法律は、企業のC　EO，C　FOや公認会計士に対して、投資家に開示した情報の正確性を

保証することを要求するものである。

2S　OX法第404条では「内部統制」の整備・評価を経営者に義務付けている。この内部統制を適切に
整備運用するには情報システムは無視できない。そこでEAで明確に規定される各種の標準、ガイドラ

インなどが副次的に内部統制のメカニズムを組み込むことになる。
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【経緯】

年 法制度の整備

1987 John　Zachman氏が1BM　SystemJourna1にA　Framework拓r1nfomation　Systems
Architectureを発表

1992 上記論文を組織そのものを対象とするよう拡張（当初はシステムのみ）3

1993 国家成果評価（Nationa1Perfomance　Re㎡ew）実施

ユ996 情報技術管理改革法（1nおmation　Techno1ogy　Management　Refbm　Act　of王996、別名クリ

シガーコーエン法）により、EA策定・保守が各省庁のαOに義務付け

1999 連邦政府のEAとしてFEAFを制定
2001 実際の構築・更新・利用のための実用的なガイド（A尉actica1Guide　to　Federa1

Enterprise　Architecture－Version1．0）を策定

2002 EAオフィスを設置。予算要求にEAを導入。

【主な導入企業とEAの効果】

企業名 導入時期 効果

ロッキード 工996年 ビジネスと1Tの整合性、可視性、コミュニケーション改善

米国トヨタ販売4 1999年 2004年には技術標準を2ベンダーに絞り、50万ドル削減

テユポン 2000年 重複アプリ削減、データ標準化

SAP／CRMインターフェース開発の王00時間を超えるコニ数削減

ミスの削減、ビジネスプロセスの合理化

重要な領域の認識

現状調査工数の次回削減可能性の確認

将来のlT投資ガイドラインを獲得

ダウ・ケミカル 2001年 2005年の基幹システム変更前にインターフェースやマスタを

整備

モトローラ 2001年 シェアードビジネス機能の理解

ビジネスオブジェクトの再利用促進

固有既存システムを標準ベンダー製品に移行

開発期間の短縮

バンクオブアメリカ 2002年 プロセスのパフォーマンスが継続的に改善

3Zac㎞an氏が定義するアーキテクチャとは「対象物を記述するのに適した一連の設計表現であり、要

件を満たすよう製作され、システムが存続する間、維持されるもの」

4後述のトヨタ自動車のEA導入に伴い、グローバル規模で再度EA活動を実施中
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2．日本における事例

（1）日本政府

　日本では米国に遅れること十年、やはり政府主導でEA導入が始まった。政府における主な流れ

は以下のとおりである。

　200！年01月　e－Japan戦略を発表

　200！年03月　e－Japan重点計画を発表

200！年12月　「情報システムに係る政府調達関連府省連絡会議」設置

　　　　　　　　（目的）・評価落札方式などの評価方法の見直し

　　　　　　　　　　　・競争入札参加資格制度などの入札参加制度の見直し

　　　　　　　　　　　・調達方法の適正化⇒E似タ］ト

2002年05月　経済産業省が「1Tアソシエイト協議会」を設置

　　　　　　　　高度な電子政府の実現と政府調達改革推進のために研究を開始

2002年09月　「各府省情報化統括責任者（ClO）連絡会議」設置

2002年ユ1月　申聞報告の申でEA導入を提言、経済産業省の一部業務・システムを例にEAの

　　　　　　　　試作を開始

2003年03月
2003年07月
2003年08月
2003年ユ2月

2004年02月
2005年06月

C1O連絡会議でEA及びC1O補佐官の各府省への導入を正式決定
r電子政府構築計画」決定（電子政府を実現するためのロードマップ）

r業務・システム最適化策定指針（ガイドライン）」制定

1Tアソシエイト協議会はrEA策定ガイドラインver1．1」を公表

ガイドライン第2版を公表、最適化計画の対象を決定（21の業務）

業務・システム見直し方針策定

　下表は日本政府が策定した最適化計画の対象薬務である。この申で最初に着手されたのはr人

事・給与等システム」である。このため、日本政府内の第1号と見られることが多いが、実際に業務・シ

ステム最適化策定指針（ガイドライン）に沿って業務・システム最適化計画が策定されたのは「特許事

務システム」である。

　＊は、2003年7月にすでに決　していたもの

　このようにわが国では電子政府におけるEAの活用が始まったばかりだが、民間でも取り組みを開

始している企業がある。次にその具体例を紹介するが、成功例として知られている各企業の共通の

特徴として「経営陣の積極的な関与又はバックアップ」がある。

務・シスァム 当・省

人　・給　　　務 人　院・総務小・　小
研修・啓発　務 人　院・総務省

災害昌現業務 閣府

統青調査等業務 総務省
電子申請等受付業務 総務省
行攻’日報の電子・提供業務 総務省
共通シスァム 総務省
苦情・相談対応業務 総務省
地　公共団本に対する報告徴　業務 総務省
共済業マ 財務省
予　・決　業務 財務省
国有財産関係業務（官丁営繕業務を、、く 財務省
咄人及び港湾・空港手続き関係業務 財務省

研究開発昌現業務 文部科学省
物品調　業務 経済産業省
物品昌現業務 経｛産業省
謝金・諸手当業務 経済産業省
’助金業務 経済産業省

旅　業務 経～産業省
国家試験業務 経済産業省
公共　業　’シスァム（官丁営繕業務を己む） 国土交通省
＊は、2003年7月にすでに決　していたもの
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（2）東京三菱銀行

a．動機

　同行のEAへの取り組みは日本国内企業では最初であり、尚且っ一定の効果を生み出した事例と

して、多くのEA関連書籍で紹介されている。

　きっかけは1996年の合併によるシステムの乱立である。この乱立による1T投資の効率が問題視さ

れ始めたのである。つまり特化した分野では優秀なシステムが、横断的には顧客本位のシステムでは

ないことが表面化したのであった。

　この対応策として同行は市場系システムの再構築から着手した。その際に標準化や文書化を推進

したことが、後のEA導入の下地となったのである。

　具体的にEA導入のきっかけとなったのは、経営戦略との整合性や将来にわたるアーキテクチャの

妥当性を検証すべく、貝本IBMに噺システム投資についての検証」を依頼したことだった。この問

題に対して冒本IBMが採った方針は「システムの構築・運用・評価の原点に返る」であった。すなわ

ち、「原理原則の確認」「現状の整理」「標準を整理」「新システム構築時に評価を行うプロセスの実

施」「上記4点の維持」の5点を重要ポイントと判断、その方策としてEA構築を提案した。当時EAとい

う言葉が日本国内で普及し始めた頃で、大規模なEA構築運用は日本国内初ともいえた。

b．アプローチ

　全社レベルでEA導入の目的5と期待効果を明確にした。

　そしてアプリケ』ションアーキテクチャの策定から開始、具体的には「経営視点における1T投資判

断の妥当性・整合性の向上」「ビジネス環境変化、ビジネス戦略変化と1Tフレキシビリティとの整合性

の確保」「1Tソリューションの開発・配置の即応性」「1Tリソースの有効活用・全体最適化」といった経

営課題の解決に着手した。

C．規模、特性

　システム部500名十協力会社500名
　システム部所管システムは170

　EUCは200
　システム案件　720件／年、5，000億円

d．効果

　全社最適、既存資産活用によるコスト削減、開発期間の短縮化

　システム寿命が延び、投資対効果が向上

e．経緯

　2000年07月rMissi㎝2王」を発表（BankForYou、ハイブリッドバンク、1Tリーダーシップ）

　2002年10月EA推進プロジェクト開始（基礎検討）

　2003年04月EA管理チーム発足（EA導入作業）
　2003年！1月EA推進グル」プ発足（EA維持管理、運用開始、定期モニタリング）

f．キーワード

　「暗黙知の徹底排除」

　CIO（常務）を中心に事務局は運営され、そこでは「これぐらいは知っているだろう」という暗黙知が

発生した瞬間からEAは崩壊するという危機感をもっていた。

5システム・ライフ・サイクルを通じたTCO削減・システム長期利用
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（3）松下電器

a．動機

　松下電器では中期経営計画「創生21計画」に沿って、2001年～2003年の間にグループの再編
成・プロセスの改革を進め、2004年4月に14の事業ドメイン会社体制に移行した。それまでは事業

部制であり、事業部ごとに最適なシステムを構築していたために、部分最適の積重ねという問題が起

きていた。

　この問題を解決するべく、三年間に1，！53億円の投資が行われ、その効果を「コスト削減」「リードタ

イム短縮」といった具体的な数値で測定、その結果を事業ドメイン会社や地域ごとに整理した。

　その結果、全体の52％のプロジェクトが投資額に見合った成果をあげていないことが判明した。

　もちろん大きな成果を上げたプロジェクトも存在したが、効果を上げたドメイン・地域を先行事例とし

て、さらにグループ全体（海外展開も）のlTの投資効果を最大限引き出すために、テーマの選択と集

中を行い、1T革新成果を最大化するマネジメントを実施した。それこそが「ドメインごとにばらばらで、

スピ］ド、柔軟性がない」情報基盤全体について、経営のための1Tアーキテクチャとしての体系的な

再構築を本格化するというEA活動を目的とするものであった。

　具体的にはシステム基盤整備、その体制作りとして「躍進21計画」を2004年～2006年の間に実

施6することとなった。この「躍進21計画」こそEA導入宣言であり、国内大手製造業では初めての導

入宣言となった。

b．アフ1ゴ』チ

　ビジネス、データ、アプリケーション、テクノロジーの四つのアーキテクチャモデルを整備

　全体最適（各種システムと1Tインフラを統一）　　　　　　　　　　　　‘

　グノレープ全体の共通インフラ整備に80億円

　既存システムの統合、再構築に王40億円一

C．規模、特性

　シろテム投資　1，153億円

　システム要員　国内：1，600人、国外＝1，200人

d．効果

　1－EPOCH　　経理・人事・総務の共通システム

　　　　　　　　10万人の社員が「ワン・クリック・アウエイ」

　　　　　　　　削減経費は20億円、約1，300人分のコスト削減

　創生2ユ計画　投資＝ユ，153億円／成果（生産性向上etc）：836億円

　　　　　　　　目標：システム維持・運用費を2006年までに最低15％削減

e．経緯

　2000年07月　1丁革新本部設置（社長自らが本部長）

　2001年04月創生21計画スタート、1，400億円投資を発表

　　　　　　　　松下電子工業を吸収合併

　　　　　　　　全社1丁革新プロジェクト（管理間接部門のシステム統合）

　2002年04月　松下通信工業、九州松下電器など5グループを完全子会社化
　　　　　　　　受注プロセスの短縮プロジェクト開始

　2003年04月　14の事業ドメイン会社に再編成

　　　　　　　　松下電工の子会社化を発表

　2004年04月　躍進21計画スタート（EA導入宣言）
f．キ］ワード

　プロジェクトを推進した中村社長は「IT革新無くして、経営革新無し」と表明。

喧この3年間のシステム投資金額は1，200億円
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（4）トヨタ自動車

a．動機

　80年代の日米貿易摩擦問題を契機に、トヨタ自動車は米国へ進出、現地生産に本格的に着手し

た。それまでの日本で作りアメリカで売るという商品の流れが変わるという単純な話ではなく、現地で

の雇用・納税までも創出するという、グローバル化の手本となる画期的なビジネススタイルの変更だっ

た。この現地生産の方針は北米だけではなく、南米、ヨーロッパ、オ］ストラリアと世界規模で展開し

ていった。

　しかしこの世界規模の展開において、日本で使っている生産システムを現地へ丸ごと移植するとい

う手法には、現地仕様のカスタマイズが入ると、もう共通システムとはいえない代物に変化してしまい、

維持管理に莫大なコストが発生するという問題点が内在していた。また、べ一スとなったシステム自体

も基盤技術の多様化により、仕様が多様化・複雑化の道を辿っていった。

　その結果、「仕様確定の遅れ」「開発後半での要件変更」「開発規模の拡大」「テスト工数・期間の

拡大」といった問題が発生し、それらは「生産性のばらっき」「品質低下」「テスト比率拡大」「開発期間

の長期化」「投資額のup」「固定費の増加」というリスクのループ状態を引き起こした。

　このループを断ち切り、全体を循＝激し最適化を員指すために導入したのがEAであった。

b．アプローチ

　2010年代にトヨタ自動車が員指すビジョンを制定7

　TAから着手（この時のキーワードは、Bkdseye－View、重点を置いたのは「監査」と「レビュー」）

　BA，Aへ、DAは現在構築中
C、規模

　世界規模でインフラを統合

d．効果

　共通フレームワークによるシステム開発期間の短縮、コスト削減

　システム設計完成の早期向上

　標準化・設計のフロントローディングによるrやり直し」がない開発

e．経緯

　2003年03月　日本IBMのコンサルティングチームが現状調査を開始

　2003年06月　社内にEA導入チ」ムを設立（TAチ』ム、BA・鮎・DAチ」ムの2チ』ム制）

　20C3年10月　システム協力会社（目立、東芝etc8社）へEAに関する説明会を開始

　2004年03月　TAスタ』ト
f．キ」ワード

　世界レベルでの統一標準と、各市場の特性に応じた対応

7グローバノレで売上を15％確保、成長と効率の両立
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（5）オムロン

a．動機

　オムロンがEAに取り組み始めたのは2000年のことである。それまでの変遷を見ると、1970年代は

個別EDP（販売・研究所・工場）、1980年代は業務効率化・省力化、ユ990年に入ると現場最適化が進

み、システム全体が肥大化・複雑化していった。そのため社内で「経営戦略・事業戦略に呼応したシ

ステム化は非常に困難になりつつある。このまま放置すると益々混迷を深める。」という声があがり始

めた。そこで1998年、日本IBMと共同出資したシステム会社を設立8し、システム再構築に取り掛か
った。

　オムロンのEAの特徴は「事業個別対応と全社最適の両立を実現」にある。その理申はオムロンが

生産する商品の多岐にある。オムロンという名前で連想される製品Nα1は体温計だろう。が、実はこれ

ら健康器具は全体の売上の8．O％にしか過ぎない。売上の構成を見ると、制御機器・FAシステム
（39．3％）、電子部品（王5．2％）、車載電装部品（10．王％）、公共・交通・セキュリティ（23．3％）、その他（4．1％）

となる9。組織もそれぞれカンパニー制を取っている。

b．アプローチ

　オムロンは鮎とDAに注目、システム化方針＝SGD（システム・グランド・デザイン）を決定し、EA

を開始した。まずはシステム全体を2層構造から3層構造にした。特に第2層をOASISmシステムと命

名するほど重点化したのが特徴である。

【旧】　　　　　　　　【親

各睡アプリケ池ン　　　　事業ηリケセン　　　　　　　　　　　　全鱒フリク」油ン　　　　　G鶏層）

（万リ毎の嚇う　　　　（需要含1造商品開発商品蹄会保諦しセズ　　（技術瀞民会訣人事≡経猷辞勘
　　　　　　　　　→
　　　　　　　　　　　榊づカkイ冷　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第猫
柳ラ　　　　　　　イ炉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第1周
C．規模、特性

　資本金　　　　　　　640億8，200万円
　売上高　　　　　　　5，848億円（2003年度、連結）

　従業員数　　　　　　5，168人（オムロングループ：24，481人）

　海外売上高比率　　　日本164．4％、北米111．O％、ヨーロッパ：14．4％、アジア：10．2％

d．効果

　インターフェ］ス開発コストの低減

e．経緯

　1丁推進体制以降、SGDの具現化を加速
　第2層のアプリケーションインターフェース（OASIS）構築着手

　1丁構造改革に着手

f．キ］ワ」ド

　推進役のCIOは「EAとは不断の地道なIT構造改革活動である」と述べている。

（6）その他

　他にもEA活動を実践している企業は少なくないが、成功例として挙げられている企業はTAから

着手しているところが員立つ。また、別の視点からの着手として「ビジネスモデラ』の育成」から始め

ている企業もある。

宮オムロン：65％、日本IBM＝35％このように日本工BMの出資比率が低いのは珍しいケース
92003年度売上構成
1． OASIS＝0mron　Application　Syste皿Interface　Standardの略称。その定義は「コ』ポレートとして標

準化されたマスタデ』タ」「標準化され、一元管理されたインターフェース方式」の二つ
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第皿章保険会社におけるEA導入方法

本章では、保険金杜が直面しているビジネス環境を踏まえながら、EA活動の主軸となるアーキテ

クチャ、ガバナンスの各領域について、第I章で説明したEAの定義に基づき、保険金杜への導入
方法を説明する。

1、直面しているビジネス環境

保険金杜に限らず、企業は自らがおかれているビジネス環境を無視することはできない。そこで、E

A導入の説明をする前に昨今の保険金杜及び保険金杜のITが置かれているビジネス環境について
考察する。

（1）更なる競争激化

　　保険業界には、今後更なる競争激化の波が押し寄せてくることが想定される。1990年代後半か

　らの保険ビッグバンと称される規制緩和や顧客二一ズの多様化がその主たる原因である。

a．規制緩和

　　！996年4月1目の新保険業法施行を皮切りに、長年にわたり続いてきた保険業界の護送船団

　体制は終焉を迎えた。損害保険料率の自由化や生損保の垣根を超えた活動が認められ、多種多

　様な料率体系の商品が発売されるようになった。今後も銀行窓販の全面解禁や郵政民営化など、

　更なる規制緩和の波が押し寄せ、保険金杜間の競争は更なる激化を迎えることとなる。

b．顧客二」ズの多様化

　　少子高齢化や女性の社会進出、医療制度改革等により、顧客の保険商品への二一ズは多様化
一している。そして、消費者の有はより厳しくなり、自分の三］ズに合った保険商品を自ら確かめ、選

択する時代が到来している。つまり、保険金杜は、より柔軟で迅速な商品開発とサービスの提供を

行うことが求められているのである。

（2）サービスチャネルの増加

　　これまで保険商品の販売は営業職員による販売が主なサービスチャネルであった。しかし、

ATM、コ』ルセンター、インタ］ネットや携帯電話などITの進歩による様々なサービスチャネノレ増

加の波は、保険金杜にも押し寄せている。顧客との接点強化や利便性の面において、増加するサ

ービスチャネルを効果的に活用していくことが競争力の強化につながる。

（3）内部統制の強化

　　米国ではユンロンやワールドコムといった巨大企業が、内部不正とその後の対応の遅れで破綻

した。この事件をきっかけにSOX法（企業改革法）が成立したが、日本の保険金杜においても、内

閣府令等により内部統制の強化が要請されている。また、2005年4月より施行された個人情報保

護法は、医的情報に代表されるセンシティブ情報を含め、膨大な契約者の情報を保有する保険金

杜にとっては大きな影響を受ける法令である。既に発生している個人情報漏洩の事件を例にとっ

てみれば、それがいかに企業のブランドイメージに悪影響を及ぼすか、そしてそのことによりいかに

企業競争力の低下を及ぼすかは明白である。以上のように、内部統制の強化は今後も至上命題
であることに変わりは無い。

　上記以外にも、中国に代表されるアジア市場進出、つまり唱際化」の流れや、古株開発担当者

の大量退職が始まる「2007年問題」もビジネス環境の変化として挙げられる。このように、ビジネスとI

Tの関わりがより密接になっている昨今、こうしたビジネス環境の変化にいかに効果的に対応し、IT

投資の価値を最大化していけるかが今後の保険金杜経営での命運となっていく。
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　以下の図阯01は、保険金杜42社の五丁部門へ向けて、「注目しているビジネス環境の変化」をア

ンケ』トした結果である。

図皿一0王：ビジネス環境の変化への注目度

将来的に貴社ビジネスにインパクトを与える環境変化は何だと思われますか
（有効回答数42社）

　　　　　規制緩和

サービスチャネル増加

　　　　　価格競争

　　合併、経営統合

　　　　少子高齢化

　　　　郵政民営化

　　　　　　国際化

　　　　2007年問題

　　　　　　その他

」一一 R6・1

R3一…一；。」

．・

氏D・・

・泳一

」．」桝・三．」≡

．一 P一
ｪ・1

」；；9－1

・1」：1海．」1＝・

・…

0　　　　5　　　　10 15　　　　　20　　　　　　25　　　　　30　　　　　　35　　　　　　40

注目している会社数

　次に、ビジネス環境の変化対して、現状のままで柔軟に対応していけるかどうかについてアンケ］ト

を実施した。その結果、実に3分の2以上の保険金杜において、現状のままでは柔軟に対応すること

ができないとの回答となった。

なぜ、保険金杜のシステム部門は環境の変化に柔軟に対応できないのだろうか。保険金杜のシス

テムは、保険商品の長期性という特徴から、一度構築したシステムを簡単に捨てることができない。そ

れゆえ、長期間にわたりメンテナンスが繰り返されたシステムは大規模で複雑になり、全体を把握す

ることが困難な状況になっている。その結果、以下の三つの問題を抱えることになり、環境の変化に

柔軟に対応できなくなっているのではないだろうか。

・スピ］ドの問題

　　経営やユーザ部門が要求するスピードでシステム対応ができなくなってしまっていること

・部分最適の問題

　　サブシステム毎にそれぞれ独自のシステム開発が行われてきた結果、全体として非効率となって

　　いること

・知識偏在の問題

　　業務やシステムに対する知識がある特定の人にしかなく、属人的になってしまっていること

2．アーキテクチャモデル

　本節より、具体的なEA導入方法について説明していく。EAはア］キテクチャ領域とガバナンス領

域に大きく分けることができるが、本節ではアーキテクチャ領域、つまりアーキテクチャモデルの作成

方法について記述する。つまり、はじめにAs　Is（現状）モデルの作成について、その後、To　Be（あ

るべき姿）モデルをどのように作成すれぱよいかにっいて説明する。また、より実践的な内容とするた

めに、保険金杜における新契約・異動・解約業務のア］キテクチャモデル作成を例に用いる。尚、各
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種モデル作成を行う際には以下の点を考慮して実施することが重要である。

　・表記法が統一されていること

　・成果物としてのドキュメントが全社的に共有化されていること

　・作成するモデソレの粒度は企業の狙いにより異なること

　・あくまでも客観的に作成するこ二と

（1）現行アーキテクチャ（As　Is）モデルの作成

　　アーキテクチャモデルの作成は、ビジネス、ITの現状をありのままに把握することを目的とする。

まずは既存資料の収集と解析から始め、そこから出た疑問点は関係者からのヒアリングで解決する。

ここでAs　Isが正しく描けないと、To　Beとそこへのアプローチ（：プラン）を正しく作ることができな

い。また、前述の通り冷静に全体が佑臓できるモデルを作ることが重要である。

a．現行BA（ビジネスアーキテクチャ）モデルの作成

　　EA活動におけるアーキテクチャモデル作成は、一般的に事業体系や組織体系、拠点配置を各

種モデリング技法を用いて可視化することから始まる。これが現行BAモデルの作成である。作成

すべき成果物はプロセスモデルや組織モデル等であり、代表的なモデリング手法としては機能構

成因（DMM11）、機能情報関連図（DFD12）、情報体系整理図（UML13）を挙げることができる。

　　図皿一02は保険金杜における新契約・異動・解約業務の現行BAモデル作成例である。

図皿一02：保険金杜における新契約・異動・解約業務の現行BAモデル作成例
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11DMMは組織の業務分析作業の初期段階で用いられ、後のDFD作成時の基礎資料となる。この図は業務を

最大8つに区分し、更にそこから各パーツを最大8っまでに細分化したものである。業務名で記述しているため、

一般ユーザにも理解しやすいというメリットがある。

12DFDはDMMで抽出された業務フローとその情報のフローをまとめたものである。

13UMLはDFDを基に、そこに含まれている全ての情報を洗出し、分析・抽象化を図る。
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現行BAモデルの作成により今まで不明確となっていた現状のビジネスの仕組みをありのままに

可視化することができ、問題点を把握することが可能となる。例えば、図皿一02の①のように営業担

当が事務処理も行っていることにより営業活動に専念できていないことや、図皿一02の②のように営

業担当から本社事務部門までのビジネス階層が深く、事務処理が非効率となっていることをモデル

作成例から読み取ることができる。

b．現行Aへ（アプリケ］ションアーキテクチャ）モデルの作成

　　現行AAモデルとは、現行BAモデル作成において洗い出されたビジネスプロセスとそれを
　実現するシステムやシステム間の関連について、現状をありのままに可視化するものである。また、

組織内で稼動しているアプリケーションを把握するためのアプリケーションマップやシステム機能一

　覧を作成することにより、稼動しているソフトウェアや業務がどのようなアプリケーションにより実現さ

　れているかを把握することが可能となる。図皿一03は保険金杜における薪契約・異動・解約業務の

　現行＾モデル作成例である。

図皿一031保険金杜における新契約・異動・解約業務の現行AAモデル作成例
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現行BAモデソレ局様、現状をありのままに可視化すると、図皿一03の①のように類似したアプリケ

ーションが複数存在することや、図皿一03の②のように機能の重複が発生しているといった問題点

が把握できる。

c．現行DA（データアーキテクチャ）モデルの作成

　　現行DAモデルの作成とは、組織が管理しているデータを棚卸し、その定義や所在、相互関係

をモデル化し、アプリケ』ションの仕様にとらわれず、ありのままに可視化することである。各業務で

使用する情報をデ」タとしてどのような形態で保持し、アクセスし、使用するかを把握することが可

能となる。図皿一04は保険金杜における新契約・異動・解約業務の現行DAモデル作成例である。
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図皿一04：保険金杜における新契約・異動・解約業務の現行DAモデル作成例
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①類似したマスタが複数存在

現行DAモデルを作成することにより、どのようなデ」タがどこに存在しているのかを把握することが

でき、図皿一04の①のように類似したマスタが複数存在していることや、図皿一04の②のように同一項

目でコード体系が異なっている等の問題点を把握することが可能となる。

　現行TA（テクノロジーアーキテクチャ）モデルの作成では、組織におけるネットワーク、ハードウェ

ア、ソフトウェアなどの実装技術や製品について構成図を作成して、ありのままに可視化する。また、

各構成要素をビジネスプロセスと紐付けることにより、障害発生時のインパクトや重要業務を担ってい

る要素を明確にすることもできる。

　尚、保険金杜における現行及び将来のTAモデル作成例については、現時点では保険金杜のメ
インフレームを中心とした機器構成が将来的にも大きな変化はしないであろうという予測と紙面の都

合上、ここでは割愛する。

（2）将来アーキテクチャ（To　Be）モデシレの作成

将来ア」キテクチャモデルの作成においては、単なる現状改善にとどまらない、現行ア］キテクチ

ャの延長ではなく、新しい視点からみた、将来のビジネス環境に対応したモデル作成が求められるこ

ととなる。つまりAs　Isでヒアリングしたユーザ部門のリクエストを受けた形のモデルを作ってはならな

い。あくまでも経営戦略を念頭に全体最適を意識したモデル構築が大切である。将来アーキテクチャ

の最大のインプットは経営戦略であるので、将来アーキテクチャを描くためには、経営層とEAを推進

する部門が密接に繋がっていなければならない。

勿論、全体最適を目指す過程において、一部の組織から不満が出てくるかもしれないが、経営層

の強力な推進力とともに、「なぜEAを導入すべきか」についての共通認識を持つことが活動の鍵とな

るのである。
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aI将来BAモデルの作成
将来BAモデルの作成とは、企業が経営戦略や目標を達成する為の事業体系や組織体系などの

将来あるべき姿のビジネスを可視化することである。BRM（ビジネス参照モデル）やBPR（既存プロセ

スの改善）等の手法を用いながら経営層・業務管理者・業務担当者等のビジネス領域の専門家も含

めて、あるべき姿のビジネスプロセスを構築していくのである。

　図皿一05は保険金杜における新契約・異動・解約業務の将来BAモデル作成例である。今後のビ

ジネス環境の変化に対応するため、以下の五つのキーワ』ドをもとに作成している。

※将来BA作成例での五つのキーワード
・キャッシュレス

・ぺ一パーレス

・世帯管理

・物流の減少

・WEB等のオープン系技術の利用

　上記キ］ワードはいずれも実際に保険金杜において検討されている内容であり、これを実践して

いくことにより、事務効率の向上やコスト削減、顧客満足度の向上を達成し、これからの競争激化等

のビジネス変化に対応していくことができる。

図皿一05：保険金杜における新契約・異動・解約業務の将来BAモデル作成例
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　現行BAモデル作成例と比較すると、図皿一05の①のように、営業担当者の抱えていた事務処理が

無くなり、営業活動に専念できる。また、図皿一05の②のようにビジネス階層も非常にシンプルになっ

たことで業務の効率化が達成されている。このように、今後の環境の変化に耐えうる業務体系とはど

のようなものか、それを検討して可視化していくことが将来BAモデル作成では重要である。
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b．将来鮎モデルの作成
将来＾モデルの作成は、作成された将来BAモデルにおけるビジネスプロセスとそれを実現する

ためのシステムの関連をモデル化することである。モデル化の際には、個別システムの実装方針や

分散・集中の基準、システム連係方式等を規定し、それに基づいた実装を行っていくことが重要であ

る。したがって、ビジネスと実装技術に精通し、ITの全体像を傭瞭できるITアーキテ外14を中心にA

Aモデルは作成されることとなる。図皿一06は保険金杜における新契約・異動・解約業務の将来AA

モデソレ作成例である。

図皿一06：保険金杜における新契約・異動・解約業務の将来AAモデル作成例
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　将来んヘモデル作成により、図皿一06の①のように重複したアプリケーションの統合や図皿一06の②

のように各薬務に分散していた機能の共有化を可能とし、効率的なアプリケーション開発ができるよう

なモデルを作成することができる。

　また、最近ではSOA（Ser㎡ce　Oriented　Arc趾ecture）が注目を集めている。これは、複数のビジネ

スで使用される共通の機能をサービス（部品）として切り出し、複数のシステムで一つのサービスを共

有可能とできることを特徴とした設計手法である。複数のサービスをブロックのようにして組み立てて

いくことにより、アプリケ］ションを迅速に作成することができる。SOAではメインフレームなどの既存

資産はできる限り再利用することを重視しており、膨大なアプリケ」ション資産を持つ保険金杜にとっ

て、この技術を導入していくメリットは大きい。サービスとビジネス機能との対応付けがポイントとなるが、

上手く対応付けできると、ビジネスプロセスに変更が生じても、柔軟にシステム対応を行うことができる

こととなる。

14ビジネス上の問題解決のためのアーキテクチャ設計を実施する人
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c．将来DAモデソレの作成

将来DAモデルは、将来BAモデルに基づき、そこで必要となるデ』タ構成やデータ間の関連性を

表記したモデルである。将来DAの作成は、現行DAモデルをべ一スにしながら、将来BAにおいて

新たに追加・修正された情報を取り込んで作成する。その際には、データの設計ルール等を規定し

た「DA標準」に基づいてデータ設計を行っていくことによりデータの冗長性を排除することや、デ』

タの利用方法や企業レベルの観点からデータの役割・データフロ］の検討を行うことも重要である。

つまり、将来DAモデルの検討に際しては、システム部門だけでなく、ビジネスの専門家の参画も必

要である。図皿一07に保険金杜における新契約・異動・解約業務の将来DAモデル作成例を提示す
る。

図皿一071保険金杜における新契約・異動・解約業務の将来DAモデル作成例
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鱗軒　．縦日か各、寧込〕

　　　　　　　　　　　　　1」

書謙人事7紳

鍍隻箸〕一ド

営業議賛名

欄髪篇名
鰹糞］一ギ

①類似したマスタを統一

．◆．λ壷錐襲．

繍テ鰯炉

翻〒｝一ド

実篤》ド

入静

箏邊霧弩
籔・券藷．弩

入金無居

大壷錨蔓．

◆葦韮藷徽予

◆盟鍬解約

将来DAモデル作成により、用途や機能によりデ」タを整理して、図皿一07の①のように類似したマ

スタを統一して共有化し、また、図阯07の②のように現行DAモデルでは各マスタでばらばらであっ

たコード体系を組織全体で統一することができている。
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3、ガバナンス

本節では、EA活動におけるガバナンス領域について、保険金杜を想定した観点での導入方法を

説明する。ガバナンスを策定する目的は、全体最適な業務・システムを構築するために必要な方針

や基準、ルール等を明確にし、統制のとれたEA活動を推進していくことである。しっかりとしたガバナ

ンス策定が無ければ、全体最適は達成されず、また、属人的な成果物になってしまう。これではEAを

導入する意味が全くない。EAを導入する最大の目的は全体最適を図ることによるITのビジネス貢献

度のアップである。全体が見えてくることで、ビジネスが望む「収益増大」と「費用削減」へ大きく寄与

することができるのである。

（1）プリンシプル

　プリンシプルとは、EA活動における憲法としての役割を果たすものである。各組織が、IT資産をど

のように保有・活用・管理していくか、という基本的な考え方を簡潔に記述したものである。EA活動は、

IT領域だけでなくビジネス領域まで含んだ活動となるため、プリンシプノレはシステム部門だけではな

く、経営層やユーザ部門までが理解できるような言葉で規定していくことが重要であり、この策定には

経営層の関与が必要である。そのことにより、プリンシプルは全社におけるEA活動の組織全体の統

一的指針として機能する。

　保険金杜におけるプリンシプルは、以下のようなイメージになる。

　・経営戦略／IT戦略的視点

　　　経営戦略とIT戦略の方向性が合致していること

　　　効率的なIT投資の実現

　・業務機能的視点

　　　全商品対応

　　顧客マスタ／契約マスタの一元管理

　・テクノロジー的視点

　　個人情報保護及びセキュリティの確立

　　　障害または災害時における早期のシステム復旧

　プリンシプルは組織全体としてどのような全体最適を目指しているかによって変わってくる。組織内

で変化が少ない業務では極力詳細に規定し、業務改革を大胆に進めたい組織の場合は、なるべく

抽象化したほうが効果的である。つまり、どんなプロジェクトにも当て嵌まるものが好ましい。

（2）スタンダード／評価クライテリア

　スタンダードとは、システム技術に関する標準を定めたものである。例えば、「データベースはXX、

またはWを使用。メインフレームの開発言語はZZ、オープン系の開発言語はW。」というように分

野ごとの具体的な記述となる。評価クライテリアとは、ベンダーやパッケージの選定基準を定めたもの

である。これらの標準を適切に運用して、システムの実装を行っていくことにより、技術の管理や標準

化が可能となり、将来的な相互運用性の確保やボリュームディスカウント効果によるコスト削減を達成

することが可能となる。

保険金杜のシステムは、保険商品の長期性とその規模の大きさから、ライフサイクルは長期にわた

る。そのため、保険金杜におけるスタンダード／評価クライテリアでは、長期性を重視した標準の策定

が重要となる。例えば、システム技術に関する標準では、その技術が陳腐化せずに長期にわたりメン

テナンス可能かどうかを十分に考慮して決定していくことが重要であり、ベンダー、パッケージに関し

ては、ベンダーの財務体質が健全であるか、パッケ」ジのサポートが長期間うけられるか等を重視し

た選定基準を定めることが重要である。また、ベンダー、パッケージの選定基準を決定する場合、営

業施策への影響も考慮するといったことも考えられる。

一53一



（3）マネジメントプロセス

マネジメントプロセスは、EA活動を維持、管理していく仕組みのことである。保険金杜のビジネス環

境の変化や急速に変化するITスタンダードの状況を適切に把握し、ビジネスに反映させるためには、

EA活動の方向性を迅速に判断して推進するための組織・体制が必要となる。また、保険金杜は組

織・システム規模が大規模であり、EA活動のキーワ」ドである全体最適とはならず、部分最適に陥り

がちとなる。単にモデソレ化、標準化を実施すればよいということではなく、組織・システムの全体最適

を目指して、内部的・外部的な様々な要因により、常に見直しを行いながらマネジメントプロセスを規

定していくことが重要である。

（4）プラン

プランとは、現行アーキテクチャ（As　Is）から将来アーキテクチャ（To　Be）への移行計画のことで

ある。コストやリスクを含めたビジネスヘの貢献度と、IT基盤やシステム開発・運用に対する効果の観

点から、優先順位付けを的確に行い、それに基づいた移行計画を策定していくのである。

保険商品のライフサイクルは長いが、新商品のリリースは頻繁に行われる。その為、長期的な視点

でシステムをどう構築していくかを検討する一方で、短期的にはスピードをもって新商品対応を実施

しなければならない。保険金杜におけるプランは単にAs　IsからTo　Beへの移行計画ではなく、To

Beを目指しつつも、短期的な問題にどう対応していくかが考慮されていなければならない。
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第皿章まとめ

　本章では、これまでのまとめとしてEAの定義や事例、保険金杜への導入方法を振り返り、保険金

杜がEAを導入する場合に必要となる前提や条件、その効果について論じる。また、今後の保険金杜

のITのあり方について考察する。

1．保険会社のEA導入事例が少ない理由

　経済産業省がEAのガイドラインを策定してから二年経ったにもかかわらず、冒本でEAを導入して

いるという企業はあまり多くない。さらに保険金杜ではほとんどその例を見ないがその理由は何であろ

うか。まず、当グループがEAについて行ったアンケートの結果をふまえ、なぜ保険金杜にEA導入が

少ないかを明らかにする。

（1）EAの認知度

EAを導入したらIT投資が効率化できそうだ、などイメージが先行している感があるが実際にEAは

どの程度理解されているのだろうか。はじめにEAそのものを認知しているかどうかを聞いてみた結果

が図】V－01である。

図］V－01：アンケート結果

　　　　　EAについてご存知でしたか
④初めて

　5％

③言葉だけ
　　26％

①熟知
　2％

EAを熟知していると回答した企業は全体のわずか2％で、90％以上が概要のみ、もしくは言葉だ

け知っているという結果だった。EAについて認知はされているが中身に関する理解は一般的に高く

ないと言えるであろう。

（2）EAの導入状況

　次に現在の保険業界において、EAの導入状況はどうかを聞いてみた結果が図W－02である。

図W－02：アンケート結果

EA導入を検討したことがありますか

⑤ない
57％

①ある導入済
　　2％　　　　②ある導入中
　　　　　　　7％

　　　　　③ある導入せず
　　　　　　　　10％

　　　　④検討予定
　　　　　　24％
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EA導入を検討したことがある企業が全体の19％、導入済はわずかに2％、導入申を含めても10％以下

という結果になった。半数以上の保険金杜では導入を検討したことがないという結果であった。

　また、EAは結果を評価するのが難しく、短期間で結果が出るものでもないため、結果としてEA導

入に踏み切れない企業が多いと考えられる。

（3）EAを導入しない理由

最後にEAを導入していない企業に対し、その理由を聞いてみた結果が図W－03である。

図W－03：アンケート結果

EA導入を考えていない理由

⑤その他

　14％

④人材不足

　32％

②効果見込めず

　　18％
③コスト高

　11％

　理由については様々な意見があった。ただしEAに対する理解不足を原因とする理由が多く挙げ

られており、Iまた、費用対効果に関する理由も少なからず見受けられた。

　アンケ」ト結果からは、総じてEAに対する理解が不足しているため、導入に踏み切れていない現

状が浮かび上がってくる。

　ところが、あわせて行ったEA度調査15の結果によると全回答42社中7社がEA先進企業であると

の結果が出ている。また、各保険金杜ともEAという言葉を意識していなくとも、EA的な取り組みは何

らかの形で意識して行っている。すなわちEAに対する認識を深め（特に経営層が）、現在行っている

取り組みをEAの活動として、かつ継続して行う体制を整えて保険金杜はEAを導入すべきと言っても

過言ではない。

　では、保険金杜の特徴からEA導入が難しくなるといった特別た理由はあるのだろうか。

　保険契約はさまざまな契約形態があり、一年で満期をむかえるものから満期まで何十年という長期

問にわたる契約もあるため、一度作ったシステムを頻繁に更改するといったことができず、使い続ける

必要がある。これにより基盤、言語など従来の環境を継続して使い続けなくてはならない。

　また、保険金杜のシステム環境としては汎用機中心のシステム構成が］般的である。生命保険を

例にあげると、契約一件で契約者、被保険者の情報、医的情報等のデ」タが必要となるため、処理

すべきデ」タ量が多くなる。また、契約件数も多いため会社全体として扱うデ］タは多くなる。これを

日々処理するためには、汎用機中心のシステム構成にならざるを得ない。

　他にも、経営環境の変化によりEA導入よりも優先して対応すべき問題があるという企業もあるだろ

う。しかしながら、第■章で見てきたように保険金杜同様に汎用機中心のシステム構成である銀行を

はじめ、さまざまな企業で導入事例があり、決して保険金杜だから導入が難しいという決定的な理由

は見当たらない。また、後述するが、これらの問題点はEA導入により解決できるものなのである。

15EA皮調査：日経BP社　員経コンピュ』タ2004年1ユ月29日号掲載のアンケート。企業の活動が
いかにEAに適合しているかを点数化した結果。ちなみにEA先進企業とは実際にEAを導入してい

　るオムロンと同じレベルである。
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2．臥導入の前提条件と効果
　前節で保険金杜のEA導入が少ないことがわかったと同時に、保険金杜がEAを導入すべきである

ことを説明した。それではEAを導入するには何が必要で、導入の効果はいかなるものであるかを本

節で概観する。

（1）EA導入の前提条件

　EAを導入するには何か条件があるのだろうか。第■章で見てきた事例、EAの特徴などから当グ

ループが考える必要条件は以下の三つである。

　　・経営トップのリーダーシップ

　　・EA推進体制の確立
　　・例外プロセスを許容する柔軟性

　第一にトップのリーダーシップ、これが何よりも重要であると考える。事例で見てきたように政府を除

き、一般企業がEAを導入するきっかけはいずれも経営の要請によるものである。

　Enterprise　Architectureという言葉から分かるようにEAはシステム部門だけの問題ではなく企業全

体の問題であり、経営の関与なしにはEA導入による成果の享受はありえない。また、内容、効果等

が理解しにくいEAを全社的に理解させ、継続して取り組むためにはCIOがEAの導入に対する強い

意志を持ち、いわゆるトップダウンのやり方でやり遂げなくてはならない。EAの特徴のひとつは「ビジ

ネス」と「IT」の密接化である。CIOだけではなくCEOクラスが強い意志で推進することが大切であ
る。

　第二に必要であるのがEAを推進する体制の確立である。いわゆる標準化のような取り組みはその
とき限りのもので終わってしまうことがあるが、これを継続した取り組みとするために、アーキテクチャ管

理組織めようなEAの専門組織をつくりEAを継続させる仕組みを企業の中に作ることが必要で≡ある。

特に保険金杜の組織・システムは他業界と比較して規模が大きく、それらを取りまとめてEA導入を推

進するためにも専門部署のような体制作りは欠かせない。但し、このような管理組織を必要とするとい

うことは、そこにコストが発生する。EA導入の範囲を考える土でこのコストの見極めが必要であろう。

　最後に、柔軟性である。EAを継続していく上でガバナンスで決めた事柄を完全に守ることにこだ

わるのではなく、運用面で例外プロセスを許容するなど、柔軟性をある程度持つ必要がある。

（2）EA導入の効果

　一般にEAは効果測定が難しいと言われている。アンケートの同答にもあるように、費用対効果が

明確でないため導入に踏み切れない企業もある。そこで既に述べた三つの問題（「スピードの問題」、

「部分最適の問題」、「知識偏在の問題」）をEA導入によりどのように解決できるかを簡単に見ていく。

　保険金杜は長期契約に代表されるその商品特性、汎用機中心の大規模なシステム構成等の特徴

からシステム全体を把握しづらくなっている。また、メンテナンスをばらばらに行っているために現状が

不透明になり、システムの開発・保守に余計な時間と費用がかかっている場合が往々にしてある。E

Aの導入はこれらの問題を以下のように解決することができる。

　まず標準化を徹底し無駄のないシステム設計を行うことで開発スピ］ドのアップを図り、ビジネスの

変化にも柔軟に対応することができる。

　次にアーキテクチャモデルでビジネスからシステムに至るまで全体を榊敢するモデルを作成するこ

とで全体最適型の業務・システムを構築することが可能となる。

　さらに、標準化されたアーキテクチャモデルは一部の担当者しか知らないビジネスおよびシステム

の知識を誰もが理解できる形で共有化させる。

　他にEA導入の効果として副次的なものもある。近年目本版SOX法等で注目を浴びている企業統

治の観点から、企業が自ら扱う情報を的確に把握すること、自社のシステムを詳細に理解することと

いった要請に対し、EA導入の成果物であるアーキテクチャモデルを活用して応えることができるとい
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うもの。また、保険金杜が抱えている大型汎用機による大規模なレガシーシステムからサーバ

ーによるオ」フン系システムヘの移行やER　P等のパッケージ適用、アウトソ」シング活用

といったI　T調達方法について、全体最適の観点から効果的なI　T投資を行うことが可能と

なるといったものである。

3．保険会社へのEA導入のまとめ

　保険金杜へのEA導入の効果を一通り見たところで、保険金杜へEAをどのように導入していった

らよいかについて考察する。

　どのような保険金杜もEAの全てを導入するのはコスト・期間等の面からも難しいだろう。第工1章で

見てきた事例を振り返っても、EA導入の効果のうちある特定の効果を特に期待してEAの一部を導

入している企業が多い。また、実際に効果を挙げつつある企業もある。言い方を変えればEAのいい

とこ取りも可能ということである。

　また、日本版SOX法施行も追い風となり、内部統制の強化としてのEA導入というソリューション的

な導入も考えられる。

　いずれの場合も、EA導入の目的をはっきりさせていくことが必要となる。ただEAを導入するだけと

いうのでは効果は一時的なものに限られる。

4．今後の保険会社の1Tについて

　今後中長期的に保険金杜のITがどうなっていくか考えてみると、保険金杜の特徴から保険金杜の

ITがトラスティックに変化することは考えにくい。しかしコスト削減や経営効率化といった流れを無視

するわけにもいかないだろう。これらに対するソリューションとしてEAの導入は有力な選択肢の一つと
いえるだろう。

　振り返って、保険金杜という立場でEAを再度見直してみよう。長期にわたる契約や大型汎用機に

偏った機器構成等EA導入に相容れない要素が存在することも確かであるが、そもそも出つ一つが

当たり前の活動であるEAを保険金杜だけが導入できない決定的な理由は見当たらない。

　EAを導入するかどうかは経営の問題であり、経営者層が腹をくくって取り組むと決意しなければそ

の場限りの「EA的な取り組み」で終わってしまうだろう。その先にあるのは担当者限りの満足感と、後

に残された者の不満しかありえない。EAは継続してこそ成果を享受できるものであり、継続させてい

く仕組みを作ることが何よりも必要ではないだろうか。
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おわりに

　当グル」プでは、EAとは何かを検討するところからはじめ、EAの導入事例や保険金杜への導入

方法、その効果などについて、一年にわたり研究してきた。アンケートの実施結果からもわかるように、

EAは保険金杜においても広く知られている言葉であり、日本政府も民間企業へのEA導入を推進し

ている。他業界では積極的にEAを導入し、成果を挙げている企業もある。そのような状況にも関わら

ず、保険金杜でのEA導入例はまだ少ない。そこで、保険金杜のEA導入が少ない理由を明確にす

るため、保険金杜が抱えている情報システムの特徴や現在のビジネス環境などの分析を行うとともに、

他業界におけるEA導入事例を鑑みながら、保険金杜へのEA導入方法、条件、効果についての考
察を行った。

　その結果、当グループは「保険金杜こそEAを導入すべきである」という結論に達した。保険金杜は

他業界と比較すると大型汎用機を使用した大規模なシステムを抱えており、そのライフサイクルが長

期にわたるという特徴があるが、それらの特徴がEA導入への障害にはなるとはいえない。むしろ、シ

ステムの大規模性、長期性により、システムが不透明で部分最適となっているという保険金杜の問題

に対して、EA導入は効果的なソリューションとなるからである。

　保険金杜へのEA導入方法の説明では、架空の保険金杜を想定し、実際にアーキテクチャモデル

を作成、具体的な成果物がイメージできるようにした。一般的なモデリング手法についても適用の研

究を重ねれば更にわかりやすい業務イメージのモデルができるであろう。また、ガバナンスについて

はEAを有機的に機能させていくためにも経営層の密接な関与や、継続した取り組みが必要であるこ

とを示唆した。

今後、保険金杜を取り巻くビジネス環境の急速な変イζに柔軟に対応していくためにも、EA導入に
より組織の全体最適を達成していくことが重要である。特に、実際にEAを導入した企業の事例から

明白なように、経営層がリーダ］シップを発揮してトップダウンでのEA導入を推進していかなければ

ならない。近い将来、保険金杜でのEA導入が成功例として現れてくることを期待したい。

最後に、当グループの活動に関〕卸協力を頂いた方々に、心から感謝申し上げます。
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